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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、巻線が捲回された磁性体を有する電機子と、永久磁石を有する界磁子と、
前記電機子又は前記界磁子に接続された弾性体とを有し、前記弾性体の変形に応じて前記
界磁子と前記電機子の相対位置が変動することで、軸方向に前記界磁子と前記電機子を相
対的に往復運動させるリニアモータと、
　前記巻線に電圧を印加する制御部と、を備え、
　前記制御部は、
　前記巻線に印加する電圧のうち、前記電機子と前記界磁子の相対位置の変動により生じ
る磁束の変化率に基づき、印加する電圧成分の絶対値を、前記磁束の変化率が小さい相対
位置で小さくし、
　前記電機子と前記界磁子の相対位置が所定値を超えた場合、前記巻線に印加する電圧の
うち、前記磁束の変化率に応じて印加する電圧成分の絶対値を小さくし、
　さらに、前記制御部は、
　少なくとも位置検出器により検出された前記界磁子の位置と、基準位相及び周波数指令
値に基づき第１の電圧指令値を生成する電圧指令値作成器を備え、
　前記電圧指令値作成器は、予め界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線を有し、
前記位置検出器により検出された前記界磁子の位置に応じたゲインを端部誘起電圧調整ゲ
インとして出力する端部誘起電圧調整器を有し、
　前記電圧指令値作成器は、前記端部誘起電圧調整ゲインを前記第１の電圧指令値に乗じ
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て前記リニアモータへ出力することを特徴とするリニアモータシステム。
【請求項２】
　少なくとも、巻線が捲回された磁性体を有する電機子と、永久磁石を有する界磁子と、
前記電機子又は前記界磁子に接続された弾性体とを有し、前記弾性体の変形に応じて前記
界磁子と前記電機子の相対位置が変動することで、軸方向に前記界磁子と前記電機子を相
対的に往復運動させるリニアモータと、
　前記巻線に電圧を印加する制御部と、を備え、
　前記制御部は、前記界磁子と前記電機子の相対位置の増加に応じて、前記巻線に印加す
る電圧の高調波成分含有率を高くすることを特徴とするリニアモータシステム。
【請求項３】
　請求項２に記載のリニアモータシステムにおいて、
　前記制御部は、前記電機子と前記界磁子の相対位置が所定値を超えた場合、前記巻線に
印加する電圧の高調波成分含有率を高くすることを特徴とするリニアモータシステム。
【請求項４】
　請求項３に記載のリニアモータシステムにおいて、
　前記制御部は、
　少なくとも位置検出器により検出された前記界磁子の位置と、基準位相及び周波数指令
値に基づき第１の電圧指令値を生成する電圧指令値作成器を備え、
　前記電圧指令値作成器は、予め界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線を有し、
前記位置検出器により検出された前記界磁子の位置に応じたゲインを端部誘起電圧調整ゲ
インとして出力する端部誘起電圧調整器を有し、
　前記電圧指令値作成器は、前記端部誘起電圧調整ゲインを前記第１の電圧指令値に乗じ
て前記リニアモータへ出力することを特徴とするリニアモータシステム。
【請求項５】
　請求項４に記載のリニアモータシステムにおいて、
　前記界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線は、前記界磁子の位置が所定値を超
える範囲でゲインが減少する曲線であることを特徴とするリニアモータシステム。
【請求項６】
　請求項３に記載のリニアモータシステムにおいて、
　前記制御部は、
　少なくとも電流検出器により検出された前記巻線を流れる電流検出値に基づき、前記界
磁子の位置を推定する位置推定器と、
　前記位置推定器による前記界磁子の位置推定値と、基準位相及び周波数指令値に基づき
第１の電圧指令値を生成すると共に、前記電流検出値により得られる負荷電流及び前記基
準位相に基づき電圧降下分に相当する第２の電圧指令値を生成する電圧指令値作成器を備
え、
　前記電圧指令値作成器は、予め界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線を有し、
前記位置推定器による前記界磁子の位置推定値に応じたゲインを端部誘起電圧調整ゲイン
として出力する端部誘起電圧調整器を有し、
　前記電圧指令値作成器は、前記端部誘起電圧調整ゲインを前記第１の電圧指令値に乗じ
で前記第２の電圧指令値に加算して、又は、前記第１の電圧指令値と前記第２の電圧指令
値の加算結果に前記端部誘起電圧調整ゲインを乗じて、前記リニアモータへ出力すること
を特徴とするリニアモータシステム。
【請求項７】
　請求項６に記載のリニアモータシステムにおいて、
　前記界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線は、前記界磁子の位置が所定値を超
える範囲でゲインが減少する曲線であることを特徴とするリニアモータシステム。
【請求項８】
　少なくとも、巻線が捲回された磁性体を有する電機子と、永久磁石を有する界磁子と、
前記電機子又は前記界磁子に接続された弾性体とを有し、前記弾性体の変形に応じて前記
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界磁子と前記電機子の相対位置が変動することで、軸方向に前記界磁子と前記電機子を相
対的に往復運動させるリニアモータと、
　前記巻線に電圧を印加する制御部と、を備え、
　前記界磁子に接続されるピストンがシリンダ内を往復運動することにより作動流体を圧
縮する圧縮機であって、
　前記制御部は、前記巻線に印加する電圧のうち、前記電機子と前記界磁子の相対位置の
変動により生じる磁束の変化率に基づき、印加する電圧成分の絶対値を、前記磁束の変化
率が小さい相対位置で小さくし、　前記電機子と前記界磁子の相対位置が所定値を超えた
場合、前記巻線に印加する電圧のうち、前記磁束の変化率に応じて印加する電圧成分の絶
対値を小さくし、
　さらに、前記制御部は、
　少なくとも電流検出器により検出された前記巻線を流れる電流検出値に基づき、前記界
磁子の位置を推定する位置推定器と、
　前記位置推定器による前記界磁子の位置推定値と、基準位相及び周波数指令値に基づき
第１の電圧指令値を生成すると共に、前記電流検出値により得られる負荷電流及び前記基
準位相に基づき電圧降下分に相当する第２の電圧指令値を生成する電圧指令値作成器を備
え、
　前記電圧指令値作成器は、予め界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線を有し、
前記位置推定器による前記界磁子の位置推定値に応じたゲインを端部誘起電圧調整ゲイン
として出力する端部誘起電圧調整器を有し、
　前記電圧指令値作成器は、前記端部誘起電圧調整ゲインを前記第１の電圧指令値に乗じ
で前記第２の電圧指令値に加算して、又は、前記第１の電圧指令値と前記第２の電圧指令
値の加算結果に前記端部誘起電圧調整ゲインを乗じて、前記リニアモータへ出力すること
を特徴とする圧縮機。
【請求項９】
　請求項８に記載の圧縮機において、
　前記界磁子の位置とゲインとの関係を示す特性曲線は、前記界磁子の位置が所定値を超
える範囲でゲインが減少する曲線であることを特徴とする圧縮機。
【請求項１０】
　車体側と車輪側との間に介装され作動流体の給排に応じて車高調整を行う複数のエア室
に、請求項８又は９に記載の圧縮機により圧縮された作動流体を供給するエアサスペンシ
ョンシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リニアモータシステム及びそれを有する圧縮機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　弾性体を接続させた可動子を、弾性体及び可動子の系における機械的な共振周波数で駆
動させるリニアモータが知られている。　
　例えば、特許文献１には、リニア振動モータを制御するモータ駆動装置が開示され、モ
ータ駆動装置は、モータドライバを有し、モータドライバは、推力定数を算出する演算処
理が行われるよう上記リニア振動モータに直流電圧を印加する推力定数算出モード（非運
転モード）と、リニア振動モータの通常運転が行われるよう上記リニア振動モータに交流
電圧を印加する運転モードとを切り替える制御部を有する構成が記載されている。　
　そして特許文献１には、上記モータ駆動装置は、推力定数の算出に用いられる直流電圧
印加時の推力検出値を求める推力検出部を備え、可動子の推力の検出は、可動子若しくは
可動子が接する部位に取り付けられた圧力センサ或いは歪ゲージなどのセンサにより行わ
れる旨開示されている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２７４９９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１では、リニア振動モータの推力定数を算出するために必要と
なる推力の検出を、リニア振動モータ内に設けられる圧力センサ或いは歪ゲージなどのセ
ンサにより行う構成であるため、配線が煩雑になるのみならず、装置の大型化を招きかね
ない。また、リニア振動モータの誘起電圧に応じた電圧を印加することで無効電流を抑制
し、リニアモータを高効率に駆動する点については何ら考慮されていない。　
　そこで、本発明は、リニアモータの推力を検出するセンサをリニアモータ内に配するこ
となく、巻線に流れる無効電流を抑制し、リニアモータを高効率に駆動し得るリニアモー
タシステム及びそれを有する圧縮機を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するため、少なくとも、巻線が捲回された磁性体を有する電機子と、永
久磁石を有する界磁子と、前記電機子又は前記界磁子に接続された弾性体とを有し、前記
弾性体の変形に応じて前記界磁子と前記電機子の相対位置が変動することで、軸方向に前
記界磁子と前記電機子を相対的に往復運動させるリニアモータと、前記巻線に電圧を印加
する制御部と、を備え、前記制御部は、前記巻線に印加する電圧のうち、前記電機子と前
記界磁子の相対位置の変動により生じる磁束の変化率に基づき、印加する電圧成分の絶対
値を、前記磁束の変化率が小さい相対位置で小さくし、前記電機子と前記界磁子の相対位
置が所定値を超えた場合、前記巻線に印加する電圧のうち、前記磁束の変化率に応じて印
加する電圧成分の絶対値を小さくし、さらに、前記制御部は、少なくとも位置検出器によ
り検出された前記界磁子の位置と、基準位相及び周波数指令値に基づき第１の電圧指令値
を生成する電圧指令値作成器を備え、前記電圧指令値作成器は、予め界磁子の位置とゲイ
ンとの関係を示す特性曲線を有し、前記位置検出器により検出された前記界磁子の位置に
応じたゲインを端部誘起電圧調整ゲインとして出力する端部誘起電圧調整器を有し、前記
電圧指令値作成器は、前記端部誘起電圧調整ゲインを前記第１の電圧指令値に乗じて前記
リニアモータへ出力することを特徴とする。
  また、本発明に係るリニアモータシステムは、少なくとも、巻線が捲回された磁性体を
有する電機子と、永久磁石を有する界磁子と、前記電機子又は前記界磁子に接続された弾
性体とを有し、前記弾性体の変形に応じて前記界磁子と前記電機子の相対位置が変動する
ことで、軸方向に前記界磁子と前記電機子を相対的に往復運動させるリニアモータと、前
記巻線に電圧を印加する制御部と、を備え、前記制御部は、前記界磁子と前記電機子の相
対位置の増加に応じて、前記巻線に印加する電圧の高調波成分含有率を高くすることを特
徴とする。
  また、本発明に係る圧縮機は、少なくとも、巻線が捲回された磁性体を有する電機子と
、永久磁石を有する界磁子と、前記電機子又は前記界磁子に接続された弾性体とを有し、
前記弾性体の変形に応じて前記界磁子と前記電機子の相対位置が変動することで、軸方向
に前記界磁子と前記電機子を相対的に往復運動させるリニアモータと、前記巻線に電圧を
印加する制御部と、を備え、前記界磁子に接続されるピストンがシリンダ内を往復運動す
ることにより作動流体を圧縮する圧縮機であって、前記制御部は、前記巻線に印加する電
圧のうち、前記電機子と前記界磁子の相対位置の変動により生じる磁束の変化率に基づき
、印加する電圧成分の絶対値を、前記磁束の変化率が小さい相対位置で小さくし、前記電
機子と前記界磁子の相対位置が所定値を超えた場合、前記巻線に印加する電圧のうち、前
記磁束の変化率に応じて印加する電圧成分の絶対値を小さくし、さらに、前記制御部は、
少なくとも電流検出器により検出された前記巻線を流れる電流検出値に基づき、前記界磁
子の位置を推定する位置推定器と、前記位置推定器による前記界磁子の位置推定値と、基
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準位相及び周波数指令値に基づき第１の電圧指令値を生成すると共に、前記電流検出値に
より得られる負荷電流及び前記基準位相に基づき電圧降下分に相当する第２の電圧指令値
を生成する電圧指令値作成器を備え、前記電圧指令値作成器は、予め界磁子の位置とゲイ
ンとの関係を示す特性曲線を有し、前記位置推定器による前記界磁子の位置推定値に応じ
たゲインを端部誘起電圧調整ゲインとして出力する端部誘起電圧調整器を有し、前記電圧
指令値作成器は、前記端部誘起電圧調整ゲインを前記第１の電圧指令値に乗じで前記第２
の電圧指令値に加算して、又は、前記第１の電圧指令値と前記第２の電圧指令値の加算結
果に前記端部誘起電圧調整ゲインを乗じて、前記リニアモータへ出力することを特徴とす
る。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、リニアモータの推力を検出するセンサをリニアモータ内に配すること
なく、巻線に流れる無効電流を抑制し、リニアモータを高効率に駆動し得るリニアモータ
システム及びそれを有する圧縮機を提供することが可能となる。　
　上記した以外の課題、構成及び効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の一実施例に係る実施例１のリニアモータシステムの全体概略構成図であ
る。
【図２】電機子の構成例の斜視図である。
【図３】可動子（界磁子）位置に対する電機子鎖交磁束の変化の例を示す図である。
【図４】磁極の縦断面と磁束の流れを示す模式図である。
【図５】磁極歯に発生する極性の説明図である。
【図６】可動子に接続される外部機構の説明図である。
【図７】駆動周波数とストロークの関係の説明図である。
【図８】可動子位置と可動子速度との位相関係、及び印加電圧とモータ電流の位相関係の
説明図である。
【図９】印加電圧と電流のベクトル図である。
【図１０】図１に示す制御部を構成する位相差検出器の構成例を示す説明図である。
【図１１】駆動周波数と位相差検出器出力の関係の説明図である。
【図１２】図１に示す制御部を構成する駆動周波数調整器の構成例を示す説明図である。
【図１３】図１に示す制御部を構成する電圧指令値作成器の構成例を示す説明図である。
【図１４】図１３に示す電圧指令値作成器を構成する端部誘起電圧調整器の第１の構成例
を示す説明図である。
【図１５】図１３に示す電圧指令値作成器を構成する端部誘起電圧調整器の第２の構成例
を示す説明図である。
【図１６】図１３に示す電圧指令値作成器を構成する端部誘起電圧調整器の第３の構成例
を示す説明図である。
【図１７】印加電圧波形の説明図である。
【図１８】図１３に示す電圧指令値作成器を構成するストローク制御器の構成例を示す説
明図である。
【図１９】図１に示すリニアモータ駆動装置を構成する電力変換回路の構成例を示す図で
ある。
【図２０】本発明の他の実施例に係る実施例２の密閉型圧縮機の縦断面図である。
【図２１】実施例２のリニアモータシステムの全体概略構成図である。
【図２２】図２１に示す制御部を構成する位相差検出器の構成例を示す説明図である。
【図２３】図２１に示す制御部を構成する負荷電流検出器の構成例を示す説明図である。
【図２４】図２１に示す制御部を構成する負荷電流検出器の他の構成例を示す説明図であ
る。
【図２５】図２１に示す制御部を構成する電圧指令値作成器の構成例を示す説明図である
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。
【図２６】軽負荷時及び重負荷時における電圧指令値作成器でのベクトル和を示すベクト
ル図である。
【図２７】図２１に示す制御部を構成する電圧指令値作成器の他の構成例を示す説明図で
ある。
【図２８】図２１に示す制御部を構成する位置推定器の構成例を示す説明図である。
【図２９】図２１に示すリニアモータ駆動装置を構成する電力変換回路の構成例を示す図
である。
【図３０】本発明の他の実施例に係る実施例３の検証システムの構成例を示す説明図であ
る。
【図３１】本発明の他の実施例に係る実施例４のエアサスペンションシステムの回路図で
ある。
【図３２】図３１に示すエアサスペンションシステムを搭載した車両の概略図である。
【図３３】実施例４の電圧指令値作成器を構成する端部誘起電圧調整器の構成例を示す説
明図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、添付の図面を参照しつつ本発明の実施例を詳細に説明する。同様の構成要素には
同様の符号を付し、重複する説明を省略する。　
　本発明の各種の構成要素は、必ずしも個々に独立した存在である必要はなく、複数の構
成要素が一個の部材として形成されていること、一つの構成要素が複数の部材で形成され
ていること、或る構成要素が他の構成要素の一部であること、或る構成要素の一部と他の
構成要素の一部とが重複していること、等を許容する。　
　以下、図面を用いて本発明の実施例について説明する。
【実施例１】
【０００９】
　本実施例では、説明の便宜のため、互いに直交する前後方向、左右方向、及び上下方向
という語を用いるが、重力方向は必ずしも下方向に平行である必要はなく、前後方向、左
右方向、上下方向又はそれ以外の方向に平行にすることができる。
【００１０】
　＜リニアモータ駆動装置１０１＞　
　図１は、本発明の一実施例に係る実施例１のリニアモータシステム１００の全体概略構
成図である。リニアモータシステム１００は、リニアモータ駆動装置１０１及びリニアモ
ータ１０４とから構成される。後述するようにリニアモータ１０４は、相対移動する電機
子９及び可動子６を有する。　
　リニアモータ駆動装置１０１は、位置検出器１０６、制御部１０２、及び電力変換回路
１０５を有する。　
　位置検出器１０６は、電機子９に対する可動子６の相対位置（可動子位置）を検出する
。本実施例では、可動子（界磁子）６が鉛直方向に移動するが、電機子９及び可動子（界
磁子）６が相対移動すれば良く、電機子９が鉛直方向に移動する態様でも良い。また、電
機子９及び可動子（界磁子）６が互いに異なる速度で鉛直方向（軸方向）に沿って往復運
動する構成としても良い。何れの場合においても、鉛直方向（軸方向）に沿って移動する
物体に共振バネ（アシストバネ）２３の一端を接続することが好ましい。なお、以下では
、可動子（界磁子）６が鉛直方向に往復運動する場合を一例として説明するが、往復運動
の方向は鉛直方向に限られるものではない。例えば、可動子（界磁子）６が水平方向に往
復運動するよう構成しても良く、また、鉛直方向に対し任意の角度を有する方向に可動子
（界磁子）６が往復運動する構成としても良い。また、これらは、電機子９につても同様
である。　
　制御部１０２は、位置検出器１０６の検出結果に応じて、電力変換回路１０５への出力
電圧指令値、又は電力変換回路１０５を駆動するドライブ信号（パルス信号）を出力する
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。詳細は後述するが、電力変換回路１０５は、直流電圧源１２０（図１９）の電圧を変換
して交流電圧を出力する電力変換部の一例である。なお、直流電圧源１２０に代えて直流
電流源を用いても良い。
【００１１】
　＜リニアモータ１０４＞　
　図２はリニアモータ１０４の斜視図（電機子の構成例の斜視図）である。本実施例のリ
ニアモータ１０４は、電機子９に対して、永久磁石２（２ａ，２ｂ）が並んだ方向（前後
方向）に相対移動可能な可動子６を有する。電機子９は空隙を介して上下方向に対向する
２つの磁極７と、磁極７に捲回された巻線８とを有している。可動子６は、この空隙に配
置されている。磁極７は、可動子６に対向する端面としての磁極歯７０（ティースとも称
される）を有している。　
　電機子９は、可動子６に対して前後方向の力（以下、推力と称する）を付与できる。例
えば、後述するように、可動子６が前後方向に往復運動するように推力を制御できる。　
　可動子６は、上下方向に磁化した２つの平板状の永久磁石２（２ａ，２ｂ）を有してい
る。後側の永久磁石２ａ及び前側の永久磁石２ｂは、互いに反対方向に磁化されている。
本実施例では、後側の永久磁石２ａは上側にＮ極を有し、前側の永久磁石２ｂは上側にＳ
極を有している。図２では、永久磁石２ａ，２ｂは図示しているが、可動子６は図示して
いない。可動子６としては、例えば、平板状の永久磁石２を固定した平板状のものを採用
できる。　
　制御部１０２は、可動子６を永久磁石２ａ，２ｂが電機子９に対向する範囲で往復運動
させるようにドライブ信号を出力する。
【００１２】
　図３は、可動子（界磁子）位置に対する電機子鎖交磁束の変化の例を示す図である。横
軸を可動子（界磁子）位置（ｍ）、縦軸を磁束（Ｗｂ）とし、磁束（Ｗｂ）は巻線に電流
を流していない時の鎖交磁束であり、永久磁石２による磁束の変化を示している。　
　巻線８には磁束の時間微分に相当する電圧が誘起され、この電圧は一般的に、誘起電圧
、逆起電圧、速度起電圧、などと称される。同じモータでも、可動子の速度に応じて変化
し、例えば可動子の速度が高い場合に、誘起電圧が高くなる。
【００１３】
　可動子（界磁子）位置に対する磁束の変化の傾き（磁束の変化率）を誘起電圧定数Ｋｅ
とすると、図３において示す（１）の区間においては、誘起電圧定数Ｋｅは一定とみなせ
る。この場合、誘起電圧定数Ｋｅに可動子の速度を乗算すると、誘起電圧を算出できる。
　
　一方、図３において示す（２）の区間においては、磁束の変化の傾き（磁束の変化率）
が一定ではないため、誘起電圧定数Ｋｅは可動子位置に依存する特性となる。つまり、図
３のような特性のリニアモータにおいては、可動子（界磁子）位置が中心から離れて往復
動する場合には、誘起電圧を算出するのが困難となるという課題がある。
【００１４】
　可動子が機械的に拘束されていないフリーピストン構造の場合、可動子位置の最大ある
いは最小位置は一定とは限らないため、可動子の瞬時速度が同じでも可動子の位置によっ
て、誘起電圧が変わるという課題がある。なお、回転運動を直線運動に変換する機構を備
えている場合には、このような課題は生じない。　
　リニアモータに流れる電流は、リニアモータに印加する電圧と誘起電圧の関係で定まる
。そのため、誘起電圧を正しく算出できないと、印加電圧過多により無用に電流が増え、
リニアモータの効率が低下するという問題が発生する。これは、リニアモータを駆動する
回路の効率も低下するという問題が発生する。駆動回路の効率が低下すると、その分発熱
量が増えるため、放熱フィンの面積を大きくする必要があり、システムが大型化してしま
う。
【００１５】
　図４は、図２のＡ－Ａ’線に沿った平面での断面図である（Ａ―Ａ’断面矢視図）。図
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３に示すように、磁極７及びヨーク７ｅは、例えば鉄などの磁性体で一体的に形成され、
磁気回路を構成している。図４の矢印線は、２つの巻線８に電流を流したときの磁束線の
一例を示している。磁束の流れの向きは、巻線８に流れる電流の向きにより逆方向になり
得るため、図に示す限りではない。この磁束線により、磁極歯７０が磁化される。
【００１６】
　［可動子６に付与する推力］　
　図５は磁極歯７０の磁化により、可動子６が受ける推力を説明する図である。巻線８に
流れる電流により生じる磁極歯７０の極性を、図中の磁極歯７０近傍に付した「Ｎ」、「
Ｓ」で表している。また、図５において白抜き矢印は巻線８を流れる電流の向きを示して
いる。図５の左図は、巻線８を流れる電流により、上側の磁極歯７０ａが「Ｓ」、下部の
磁極歯７０ｂが「Ｎ」に磁化されることにより、可動子６が前方向に力を受け、可動子６
が前に移動した例を示している。図５の右図は、巻線８を流れる電流により、上部の磁極
歯７０ａが「Ｎ」、下部の磁極歯７０ｂが「Ｓ」に磁化されることにより、可動子６が後
ろ方向に力を受け、可動子６が後ろに移動した例を示している。
【００１７】
　このように、巻線８に電圧や電流を印加することで、２つの磁極７を含む磁気回路に磁
束を供給して、対向する２つの磁極歯７０（磁極歯組）を磁化できる。電圧や電流として
、例えば正弦波や矩形波（方形波）といった交流の電圧や電流を与えることで、可動子６
を往復運動させる推力を与えることができる。これにより可動子６の運動を制御できる。
【００１８】
　なお、可動子６に付与する推力は、印加する交流電流や交流電圧の振幅を変更すること
で変えられる。また、可動子６に付与する推力を既知の方法を用いて適切に変更すること
で、可動子６の変位を所望に変えられる。ここで、可動子６が往復運動（例えば、図５の
左図及び右図のような磁極歯７０の磁化を順次繰り返すことで可動子６に生じる運動）を
する場合、交流波形的に変化する可動子６の変位の変化量をストロークと称する。　
　磁極歯７０は磁性体であるため、永久磁石２を吸引する磁気吸引力が作用する。本実施
例では可動子６を挟むよう間隙を介して２つの磁極歯７０を対向配置しているため、可動
子６に作用する磁気吸引力の合力を低減できる。
【００１９】
　[可動子６外部の機構]　
　図６は、可動子６に接続される外部機構の説明図であり、例えば、コイルバネである共
振バネ２３（アシストバネ）によって構成される外部機構を可動子６の一端に接続し、そ
のバネ力により可動子６が戻される機構を説明する図である。共振バネ２３は、一端が中
間部２４を介して可動子６に接続し、他端が基部２５に固定されている。また、共振バネ
２３の延在方向と略平行に延在し、共振バネ２３を案内又は支持する側部２６が設けられ
ている。リニアモータ１０４を往復運動させる場合、可動子６の運動方向が変わる度に、
加速と減速を繰り返す。減速時は、可動子６の速度エネルギーが電気エネルギーに変換さ
れる（回生動作）が、リニアモータ１０４への配線の抵抗によって損失が生じる。一方、
図６のように、可動子６に共振バネ２３（アシストバネ）を付加し、可動子６の質量とバ
ネ定数から決まる機械的な共振周波数で、可動子６を往復運動させる場合、可動子６の速
度エネルギーを有効活用でき、高効率なリニアモータ駆動システムを構成することができ
る。共振バネ２３に代えて、例えば、板バネ、或は、適度なヤング率を有しコイルバネを
用いた場合と同様に伸縮するゴム等の弾性体を用いても良い。このように構成すると、可
動子（界磁子）６が鉛直方向に移動する可動子（界磁子）移動型として構成されるが、可
動子６に代えて電機子９に弾性体を接続して電機子９を鉛直方向に移動させる電機子移動
型として構成しても良い。
【００２０】
　図７は、駆動周波数とストロークの関係の説明図であり、交流電圧の駆動周波数を横軸
に、可動子６のストロークを縦軸にとり、これらの関係を示す図である。各駆動周波数に
おける交流電圧の振幅は同一である。図７から分かるように、共振周波数付近で可動子６
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のストロークが急峻に大きくなり、共振周波数から離れるとストロークが小さくなる特性
を示す。共振周波数は、共振バネ２３のバネ定数ｋを可動子６の質量ｍで除した値の平方
根で与えられるが、リニアモータ１０４の系によっては、この値は近似値となる。　
　このように、共振周波数又はこの近傍の駆動周波数の交流電圧を印加することで、大き
なストローク（大きなエネルギー）で振動させることができる。つまり、可動子６に共振
バネ２３等の弾性体を付加したリニアモータ１０４を制御する場合には、可動子６の共振
周波数を検出あるいは推定することが重要である。可動子６のストロークを所望に制御す
る場合においても可動子６の共振周波数を検出あるいは推定することが重要である。
【００２１】
　[駆動時の位相関係]　
　図８は、可動子の位置と可動子の速度との位相関係、及び印加電圧とモータ電流の位相
関係の説明図である。リニアモータ１０４を駆動した際の、図８の上図に可動子６の位置
と速度の時間変化、図８の下図に印加電圧波形とリニアモータ１０４に流れる電流の時間
変化の関係を示している。なお、図８の上図と下図は、同じタイミングの波形である。図
９は、図８の交流波形をベクトルとして示した図である。共振バネ２３を有する外部機構
を接続した可動子６を往復運動させると、可動子６の変位は正弦波状に変化する。可動子
６の速度は変位の時間微分であるため、余弦波状に変化する。そのため、これらは直交２
軸上にベクトルとして示すことができる。図８および図９より、可動子６の速度、印加電
圧、およびモータ電流はほぼ同位相であることがわかる。　
　また、可動子６に共振バネ２３を付加し、可動子６の質量とバネ定数から定まる機械的
な共振周波数で可動子６を往復運動させる場合、可動子６の位置の位相は、巻線８への印
加電圧Ｖｍ、モータ電流Ｉｍ、及び可動子６の速度の位相それぞれに対して９０度の位相
差となることが知られている。すなわち、これらの何れかの関係が成立している時は、共
振周波数で駆動していると推定できる。
【００２２】
　リニアモータ１０４の巻線抵抗や巻線インダクタンスの値、あるいは可動子６に付加さ
れた負荷要素によっては、巻線８への印加電圧Ｖｍ、モータ電流Ｉｍ、及び可動子６の速
度の位相関係は必ずしも９０度の位相差とは限らないため、条件によって変更する制御部
を備えることが望ましい。この時、特に、負荷の変動に起因するモータ電流Ｉｍの変化を
考慮するのが望ましい。　
　製造バラつきによって可動子６の質量が想定からずれている場合や、可動子６に付加さ
れた負荷要素によって、共振バネ２３に接続される質量が変化する場合は、共振周波数が
変化してしまう。また、可動子６に付加された負荷要素が位置依存性を有する場合におい
ては、駆動中に共振周波数が変化してしまう。このような場合においても所望のストロー
クを得るためには、条件によって変化する共振周波数を高精度に検出あるいは推定するこ
とが好ましい。　
　＜制御部１０２＞　
　図１に示すように、制御部１０２は、位相差検出器１３０、位相差検出器１３０の出力
である位相差ｄｌｔθが位相差指令値に追従するように駆動周波数指令値ω＊を調整する
駆動周波数調整器１３１、積分器１４０、電圧指令値Ｖｍ＊を出力する電圧指令値作成器
１０３、及び、電圧指令値Ｖｍ＊と三角波キャリア信号を比較して、電圧を出力する電力
変換回路１０５を駆動するドライブ信号を出力するＰＷＭ信号作成器１３４から構成され
る。
【００２３】
　制御部１０２は、位置検出器１０６による可動子（界磁子）位置検出値ｘｍを入力する
。ここで、位置検出器１０６として、例えば、レーザ変位計などが用いられる。制御部１
０２に入力された可動子（界磁子）位置検出値ｘｍは、制御部１０２を構成する位相差検
出器１３０に入力される。位相差検出器１３０は、詳細後述する位相指令値である基準位
相θ＊と可動子（界磁子）位置検出値ｘｍの位相差ｄｌｔθを出力する。位相差検出器１
３０より出力される位相差ｄｌｔθは駆動周波数調整器１３１に入力される。駆動周波数



(10) JP 6899720 B2 2021.7.7

10

20

30

40

調整器１３１は、入力された位相差ｄｌｔθに基づき周波数指令値ω＊を出力する。周波
数指令値ω＊に基づく印加電圧Ｖｍが、リニアモータ１０４へ出力される。
【００２４】
　可動子（界磁子）６が往復動している場合、可動子（界磁子）位置ｘｍは交流波形であ
り、最大変位と最小変位の差がストロークである。なお、フリーピストン構造の場合は、
最大変位と最小変位の絶対値が異なる場合もあり、この場合、弾性体の弾性力が釣り合う
中心を基準（ゼロ）とし、正の最大変位を正側ストローク、負の最大変位の絶対値を負側
ストロークと称する。すなわち、正側ストロークと負側ストロークの加算が、ストローク
である。駆動条件によっては正側ストロークと負側ストロークは異なる場合もある。
【００２５】
　可動子６の質量や共振バネ２３のバネ定数が想定からずれている場合、共振周波数が想
定値から変化してしまうが、その影響は巻線８への印加電圧Ｖｍ、モータ電流Ｉｍ、及び
可動子６の速度の位相関係から見て取れるため、これらの位相関係を基に制御することで
、高効率なリニアモータシステムを構成することができる。可動子６に付加された負荷要
素が位置依存性を有する場合においても、巻線８への印加電圧Ｖｍ、モータ電流Ｉｍ、及
び可動子６の速度の位相関係を基に制御することで、高効率なリニアモータシステムを構
成することができる。　
　以下、制御部１０２を構成する上述の各部の構成或いは動作について説明する。
【００２６】
　＜基準位相作成器＞　
　本実施例の位相指令値である基準位相θ＊は、図１に示す駆動周波数調整器１３１の出
力である駆動周波数指令値ω＊を基準位相作成器としての積分器１４０で積分することで
得る。すなわち、基準位相θ＊は、印加電圧Ｖｍ（θ＊）の目標周波数に相当する駆動周
波数指令値ω＊を持つ波動の各時刻の位相θ＊である。このように、本実施例では基準位
相θ＊として駆動周波数調整器１３１の駆動周波数指令値ω＊を用いているが、例えば可
動子６を含む振動体の機械共振周波数に固定しても良い。　
　基準位相θ＊は、駆動周波数指令値ω＊が一定の間は、例えば、各時刻に対して［－π
，π］、［０，２π］、又はこれより広い範囲を値域とする、のこぎり波としたり、時刻
に対して線形に増加するようにしても良い。後述するように駆動周波数指令値ω＊が変動
した場合は、これに応じてのこぎり波や線形な増加の形状が変動する（傾きが変化する）
。
【００２７】
　＜位相差検出器１３０＞　
　可動子６が往復運動している場合、可動子６の位置ｘｍ及び速度、モータ電流Ｉｍは周
期関数となる。周期関数はフーリエ級数で表せるため、フーリエ変換式を用いて可動子６
の位置ｘｍを表すと、次式（１）のように定義できる。
【００２８】
【数１】

【００２９】
　ここで、ｘ０は直流オフセット値、ａｎおよびｂｎはｎ次のフーリエ係数であり、次式
（２）及び式（３）で求められる。　
【００３０】



(11) JP 6899720 B2 2021.7.7

10

20

30

40

50

【数２】

【００３１】

【数３】

【００３２】
　ここで、Ｔ０は基本波の周期（可動子６の往復運動する周期）、つまり１次周波数（駆
動周波数）の逆数である。可動子６に共振バネ２３が付加された、いわゆるバネマス系に
おいては、可動子６の質量とバネ定数から決まる機械的な共振周波数が支配的な成分とな
る。そのため、基本波に注目すれば良い。
【００３３】
　可動子６を共振周波数で駆動させようと制御する場合、高次成分は重要ではなく、１次
成分、つまり駆動周波数成分に注目すれば良い。特に、可動子６の位置ｘｍの１次周波数
成分（駆動周波数成分）の位相が重要である。１次のフーリエ係数の逆正接により、正弦
波状の印加電圧Ｖｍに対する可動子６の位置ｘｍを次式（４）で求めることができる。　
【００３４】

【数４】

【００３５】
　式（４）では、積分範囲は、－２π～０となっている。これは、位相差検出器１３０を
マイコンやＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）等の半導体集
積回路等で実現する場合に、過去の情報しか取得できないためである。
【００３６】
　図１０は、図１に示す制御部１０２を構成する位相差検出器１３０の構成例を示す説明
図であって、式（４）をブロック図で示した場合の説明図である。入力値の正弦を出力す
る正弦演算器８１及び入力値の余弦を出力する余弦演算器８２のそれぞれに、位相指令値
である基準位相θ＊を入力し、基準位相θ＊（位相指令値）に対する正弦及び余弦を得る
。正弦及び余弦それぞれを可動子位置ｘｍと乗算した値が乗算器９２から出力される。そ
の出力をそれぞれ積分器９４ａ，９４ｂで積分すると、正弦及び余弦それぞれの１次のフ
ーリエ係数を得る。すなわち、フーリエ展開の駆動周波数ωより高次の周波数成分を消去
できるので、高次のノイズに対してロバストに構成できる。　
　積分器９４ａ，９４ｂの出力を逆正接器８６に入力する。逆正接器８６は、入力された
正弦及び余弦成分を基に逆正接値を出力する。本実施例の逆正接器８６は、分子を積分器
９４ａの出力、分母を積分器９４ｂの出力とした位相の逆正接値を出力するが、分子と分
母を逆にした値を出力しても良い。
【００３７】
　図１１は、駆動周波数と位相差検出器１３０からの出力の関係の説明図である。すなわ
ち、交流電圧の駆動周波数（横軸）と、逆正接器８６の出力値（位相差ｄｌｔθ（θｐｏ
ｓ＾））（縦軸）の関係を示す図である。図１１から分かるように、本実施例では、駆動
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周波数が共振周波数である場合、０°が逆正接器８６から出力される。逆正接器８６から
出力される値は、駆動周波数が共振周波数より高い場合は０°より大きく、駆動周波数が
共振周波数より低い場合は、０°より小さい。これにより、基準位相θ＊に対する位相差
検出器１３０への入力交流信号（本実施例では、可動子６の位置ｘｍ）の１次周波数成分
の基準位相θ＊に対する位相差ｄｌｔθを求めることができ、共振周波数の推定が可能に
なる。そして例えば、位相差ｄｌｔθが０°超の場合は、位相差ｄｌｔθが低下するよう
に制御し、０°未満の場合は、増加するように制御すれば良い。基準位相θ＊と基本周波
数ωとが同値となるときの位相差ｄｌｔθを目標値ｄｌｔθ＊として制御することが好ま
しい。
【００３８】
　なお、積分器９４ａ、９４ｂに代えて、不完全積分器を用いることができる。不完全積
分器はローパスフィルタ（低域通過フィルタ）の一種で、１次遅れフィルタと同様の構成
にできる。もちろん、１次遅れフィルタに限らず、２次遅れフィルタ等、他の既知の構成
でローパスフィルタを構成しても良い。その他、不完全積分器に代えて、又は追加して、
積分器９４ａ，９４ｂ（又は不完全積分器）より前段に、ハイパスフィルタ（図示せず）
を設けることができる。ハイパスフィルタの遮断周波数としては、例えば１０Ｈｚ又は５
Ｈｚ以下にすることができる。
【００３９】
　このように、位相差検出器１３０は、駆動周波数成分の１次のフーリエ係数の比の逆正
接を用い、交流電圧指令値Ｖ＊に対する可動子６の位置ｘｍの位相θを求めるとき、位相
差検出器１３０への入力交流信号である可動子６の位置ｘｍの１次周波数成分のみに大き
な感度を有する。つまり、例えば、可動子６の位置ｘｍに、直流オフセットや高次のノイ
ズが重畳された場合においても、基準位相θ＊に対する位相差検出器１３０への入力交流
信号である可動子６の位置ｘｍの１次周波数成分の位相ｄｌｔθをより正確に求められる
。また、ハイパスフィルタを上記のように設ける場合は、さらに駆動周波数ωより小さな
周波数に対してもロバストに構成できる。　
　したがって、可動子６の位置ｘｍの検出方法として、ノイズが重畳され易いシステム、
例えばインダクタンスの可動子位置依存性が大きいシステムや、近傍に別の機器が存在す
るシステムを採用する場合に、特に有効な制御を実現できる。このように、高精度に共振
周波数を検出あるいは推定し、高効率なリニアモータ駆動を実現することができる。
【００４０】
　＜駆動周波数調整器１３１＞　
　図１２は、図１に示す制御部１０２を構成する駆動周波数調整器１３１の構成例を示す
説明図である。駆動周波数調整器１３１は、位相差指令値ｄｌｔθ＊（例えば、０°）と
位相差検出器１３０で求めた位相差ｄｌｔθの差を減算器９１で求め、これに乗算器９２
ｂで比例ゲインＫｐ＿ａｄｔｒを乗じて比例制御した演算結果と、乗算器９２ｃで積分ゲ
インＫｉ＿ａｄｔｒを乗じ、その結果を積分器９４ｃで積分する積分制御した演算結果と
を加算器９０で加算し、当該加算結果に更に周波数指令初期値（ω０）を加算することで
駆動周波数指令値ω＊を出力する。　
　なお、周波数指令初期値（ω０）は、上位の制御器（図示せず）から得ても良いし、予
め例えば０°と設定しても良い。また、本実施例の駆動周波数調整器１３１は、比例積分
制御の構成であるが、比例制御や積分制御など、他の制御構成も適用できる。
【００４１】
　[高効率駆動の実現]　
　リニアモータ１０４を可動子６の質量とバネ定数から定まる機械的な共振周波数で駆動
する場合の位相差検出器１３０と駆動周波数調整器１３１の動作を説明する。　
　例えば、可動子６の質量が設計値よりも重かった場合、実際の共振周波数は、設計値よ
りも低くなる。つまり、可動子６の質量設計値を用いて駆動周波数の初期値を決めた場合
（設計値を利用して駆動周波数指令値ω＊の初期値を決めた場合）には、実際の共振周波
数よりも高い周波数で駆動することになる。この時、位相差検出器１３０で求めた位相差
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ｄｌｔθは、位相差指令値ｄｌｔθ＊よりも大きい値となる。そのため、駆動周波数調整
器１３１は、駆動周波数指令値ω＊を減少させる制御を実行し、その結果、駆動周波数指
令値ω＊が実際の共振周波数に一致する。したがって、可動子６の速度エネルギーを有効
活用でき、高効率にリニアモータ１０４を駆動することができる。
【００４２】
　＜電圧指令値作成器＞　
　図１３は、図１に示す制御部１０２を構成する電圧指令値作成器１０３の構成例を示す
説明図である。電圧指令値作成器１０３は、可動子６の速度に応じて生じる誘起電圧に相
当する電圧指令値Ｖｍ２

＊を生成する。　
　図１３の上図は、ストローク制御器を有しない、いわゆるオープン指令型の構成例であ
る。電圧指令値作成器１０３は、余弦演算器８２ｂ、乗算器９２ｄ～９２ｆ、及び端部誘
起電圧調整器１３３を備える。　
　電圧指令値作成器１０３は、予め設定された、或は、上位の制御器（図示せず）などか
ら得るストローク指令値ｌ＊と、駆動周波数調整器１３１の出力である駆動周波数指令値
ω＊と、基準位相作成器としての積分器１４０の出力である基準位相θ＊と、位置検出器
１０６の出力である可動子位置ｘｍと、を入力する。
【００４３】
　入力値の余弦を出力する余弦演算器８２ｂに基準位相θ＊を入力し、その余弦出力と、
ストローク指令値ｌ＊と、駆動周波数指令値ω＊と、を乗算器９２ｄにて乗算し、速度指
令値ｖｍ＊を得る。速度指令値ｖｍ＊は、可動子６の位置の指令値ｘｍ＊の微分から求め
ることもでき、図１３の構成の基となる演算式を次式（５）に示す。　
【００４４】
【数５】

【００４５】
　速度指令値ｖｍ＊は、ストローク指令値ｌ＊を振幅とした正弦波で表すことができる。
正弦波を時間微分すると余弦波になるため、図１３の上図に示す構成とすると微分演算を
省略することができ、制御部１０２への実装が容易になる。
【００４６】
　速度指令値ｖｍ＊に、誘起電圧定数Ｋｅ＊を乗算器９２ｅにて乗じ、誘起電圧定数Ｋｅ
＊が一定とした場合の誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊を生成する。　
　ここで、駆動するリニアモータ１０４の特性として、可動子位置に対する電機子９の鎖
交磁束の変化が図３に示した様な特性の場合、ストロークが大きい場合には誘起電圧定数
Ｋｅ＊を一定とは見做すことができない。　
　仮に、誘起電圧定数Ｋｅ＊を一定として電圧指令値Ｖｍ１

＊を作成した場合、ストロー
クの端部（正の最大変位および負の最大変位）近傍で印加電圧過多（印加電圧＞誘起電圧
）となり、無駄な電流が流れることで、リニアモータの効率が低下する。　
　また、リニアモータの効率のみならず、後述する電力変換回路１０５での損失も増える
。さらに、大電流に対応するために、電流容量の大きな（一般的に面積の大きい）スイッ
チング素子を使う必要がある。その結果、電力変換回路自体や放熱フィンが大きくなって
しまい、リニアモータ駆動装置１０１の小型化が困難となる。　
　そこで、本実施例では、誘起電圧定数Ｋｅ＊が一定とした場合の誘起電圧に相当する電
圧指令値Ｖｍ１

＊に、乗算器９２ｆにて端部誘起電圧調整器１３３の出力である端部誘起
電圧調整ゲインを乗ずることで、リニアモータ１０４に印加する電圧指令値Ｖｍ２

＊を生
成する。詳細後述する端部誘起電圧調整器１３３は、位置検出器１０６より可動子位置ｘ
ｍを入力し、可動子位置ｘｍに対応する端部誘起電圧調整ゲインを出力するものである。
【００４７】
　図１３の下図は、ストローク制御器１５３を有する、いわゆるクローズ指令型の電圧指
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令値作成器１０３ｂの構成例である。電圧指令値作成器１０３ｂは、余弦演算器８２ｂ、
乗算器９２ｄ～９２ｆ、端部誘起電圧調整器１３３、及びストローク制御器１５３を備え
る。　
　電圧指令値作成器１０３ｂは、予め設定された、或は、上位の制御器（図示せず）など
から得るストローク指令値ｌ＊と、駆動周波数調整器１３１の出力である駆動周波数指令
値ω＊と、基準位相作成器としての積分器１４０の出力である基準位相θ＊と、位置検出
器１０６の出力である可動子位置ｘｍと、を入力する。
【００４８】
　入力値の余弦を出力する余弦演算器８２ｂに基準位相θ＊を入力し、その余弦出力と、
入力されるストローク指令値ｌ＊及び可動子位置ｘｍに基づきストローク制御器１５３よ
り出力されるストローク指令値ｌ＊＊と、駆動周波数指令値ω＊と、を乗算器９２ｄにて
乗算し、速度指令値ｖｍ＊を得る。　
　速度指令値ｖｍ＊に、誘起電圧定数Ｋｅ＊を乗算器９２ｅにて乗じ、誘起電圧定数Ｋｅ
＊が一定とした場合の誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊を生成する。誘起電圧定数
Ｋｅ＊が一定とした場合の誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊に、乗算器９２ｆにて
端部誘起電圧調整器１３３の出力である端部誘起電圧調整ゲインを乗ずることで、リニア
モータ１０４に印加する電圧指令値Ｖｍ２

＊を生成する。　
　すなわち、電圧指令値作成器１０３ｂは、位置検出器１０６の出力である可動子位置ｘ
ｍの相当するストローク検出値またはストローク推定値をフィードバックし、ストローク
制御器１５３でストローク指令値を制御する。
【００４９】
　＜端部誘起電圧調整器＞　
　図１４は、図１３に示す電圧指令値作成器１０３，１０３ａを構成する端部誘起電圧調
整器１３３の第１の構成例を示す説明図である。端部誘起電圧調整器１３３は、位置検出
器１０６の出力である可動子位置ｘｍを入力とし、端部誘起電圧調整ゲインを出力する。
端部誘起電圧調整ゲインの決め方は、様々な形態が考えられる。いずれの形態においても
、磁束の変化率が小さい可動子位置ｘｍにおいて、印加電圧のうち、磁束の変化に応じて
印加する電圧成分を小さくする。
【００５０】
　まず図１４に示す例では、入力される可動子位置ｘｍに応じて、余弦関数の絶対値（｜
ｃｏｓθ｜）を端部誘起電圧調整ゲインとして出力する。図３に示したように、リニアモ
ータ１０４の可動子（界磁子）６の位置に対する電機子９の鎖交磁束は、±０．０１ｍ（
±１０ｍｍ）の位置で傾きがゼロとなる特性を有する。換言すれば、図１４において、下
死点である－１０ｍｍ近傍及び上死点である１０ｍｍ近傍では、誘起電圧定数Ｋｅ＊はゼ
ロとなる。これは、上死点及び下死点近傍では可動子６の速度が略ゼロとなるため、可動
子６に対する電機子９の鎖交磁束の傾き（磁束の変化率）がゼロとなるため誘起電圧が略
ゼロとなることに因る。　
　そのため、端部誘起電圧調整ゲインを略ゼロとすることで、誘起電圧定数Ｋｅ＊が一定
として誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊を生成する場合においても、電圧指令値作
成器１０３，１０３ａから出力される電圧指令値Ｖｍ２

＊は、略ゼロとなる。これにより
、リニアモータ１０４に印加される電圧は、リニアモータ１０４の誘起電圧の変化に応じ
て調整され、印加電圧が過多となることを防止できる。　
　従って、巻線８を流れる無駄な電流を抑制でき、リニアモータ１０４を高効率で駆動す
ることができる。また、電力変換回路１０５での損失も抑制できることから、必要最小限
の電流容量のスイッチング素子や放熱フィンを採用でき、リニアモータ駆動装置１０１の
小型化を実現することができる。
【００５１】
　一方、可動子６が中心位置付近で往復動している場合、端部誘起電圧調整ゲインは１に
近い値となるため、誘起電圧定数が一定として誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊（
＝Ｖｍ２

＊）がリニアモータ１０４に印加される。すなわち、誘起電圧に近い電圧がリニ
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アモータ１０４に印加され、無駄な電流を抑制できる。
【００５２】
　このように、電圧指令値作成器１０３，１０３ａが端部誘起電圧調整器１３３を備える
ことにより、ストロークの大小或いはストロークの正負非対称に拘わらず、常に誘起電圧
に応じた電圧がリニアモータ１０４に印加される。換言すれば、電機子９と可動子（界磁
子）６の相対位置の変動により生じる磁束の変化率に応じた電圧成分の絶対値を有する電
圧がリニアモータ１０４に印加される。これにより、リニアモータ駆動装置１０１の高効
率化と小型化を実現することが可能となる。　
　なお、図１４に示す可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線は、端部誘起電圧調整
器１３３内の予め図示しない記憶部に格納されている。端部誘起電圧調整器１３３は、記
憶部に格納される可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線に基づき、入力される可動
子位置ｘｍに対応するゲインを端部誘起電圧調整ゲインとして出力する。
【００５３】
　図１５は、図１３に示す電圧指令値作成器１０３，１０３ａを構成する端部誘起電圧調
整器の第２の構成例を示す説明図である。端部誘起電圧調整器１３３ａは、図３に示した
可動子位置に対する電機子鎖交磁束の関係を、可動子位置で微分した値を端部誘起電圧調
整ゲインとして出力する。　
　可動子６が中心付近に位置する場合は、電機子差交磁束の傾き（磁束の変化率）は１に
近くなるため、端部誘起電圧調整器１３３ａは端部誘起電圧調整ゲインとして１を出力す
る。ストロークが少し大きくなると（例えば、８ｍｍ）、電機子差交磁束の傾き（磁束の
変化率）が小さくなるため、それに応じて端部誘起電圧調整ゲインを１より小さい値にす
る。さらにストロークが大きくなり、可動子６が端部（上死点または下死点）まで往復動
する場合においては、可動子位置が±１０ｍｍ近傍においては、端部誘起電圧調整ゲイン
としてゼロに近い値を出力する。
【００５４】
　図１６は、図１３に示す電圧指令値作成器１０３，１０３ａを構成する端部誘起電圧調
整器の第３の構成例を示す説明図である。端部誘起電圧調整器１３３ｂは、所定の可動子
位置（ｘ１）までは、端部誘起電圧調整ゲインとして１を出力し、可動子位置がｘ１を超
えた場合は、可動子位置の絶対値の増加に対して単調減少となる端部誘起電圧調整ゲイン
を出力する。図１６では、単調減少ゲインの例として、１次関数的にゲインが小さくなる
例を示している。
【００５５】
　なお、電機子９の構成によっては、可動子位置ｘｍに対する電機子差交磁束が正弦波状
ではなく、高次の成分が重畳されている場合もある。その場合は、端部誘起電圧調整ゲイ
ンは、所定の可動子位置を越えても単調減少ではなく、極大値を持つように、可動子位置
と端部誘起電圧調整ゲインの関係を変更すれば良い。
【００５６】
　このように、いくつか構成例を示した端部誘起電圧調整器であるが、リニアモータ１０
４に印加される電圧波形で見ると、図１７に示す電圧波形となる。図１７は印加電圧波形
の説明図であり、図１７の上図は小スクローク時の電圧波形を示し、図１７の下図は大ス
クローク時の電圧波形を示している。図１７の上図に示すように、ストロークが小さい時
は余弦波に近い波形をリニアモータ駆動装置１０１がリニアモータ１０４へ出力する。一
方、図１７の下図に示すように、ストロークが大きい時は、点線で囲まれる領域、すなわ
ち、ゼロクロス近傍で歪んだ波形を、リニアモータ駆動装置１０１がリニアモータ１０４
へ出力する。ストロークが増加するに従い、歪具合が大きくなる。換言すれば、印加電圧
の波形をＦＦＴ（Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）などで周波数分析す
ると、ストロークが大きくなるに従い、歪率が大きくなる。　
　なお、図１７の下図において、点線で囲まれる領域（ゼロクロス近傍）における電圧波
形の歪は、高調波成分の含有に因るものである。すなわち、上述の図１４～図１６に示し
た可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線に基づき、可動子６が端部（上死点または
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下死点）近傍に位置するとき、端部誘起電圧調整器が出力する端部誘起電圧調整ゲインを
、乗算器９２ｆ（図１３）にて乗ずると、電圧指令値作成器１０３，１０３ａより出力さ
れる電圧指令値Ｖｍ２

＊の電圧波形は、３次成分の高調波が重畳された波形、すなわち、
１次成分に３次成分の高調波が含まれた波形となる。よって、リニアモータ駆動装置１０
１は、ストロークの増加に伴いゼロクロス近傍での高調波成分の含有率を高くし、印加電
圧をリニアモータ１０４へ出力する。
【００５７】
　＜ストローク制御器１５３＞　
　図１８は、図１３の下図に示す電圧指令値作成器１０３ａを構成するストローク制御器
１５３の構成例を示す説明図である。図１８に示すように、ストローク制御器１５３は、
ストローク指令値ｌ＊と、可動子位置ｘｍに対応するストローク検出値またはストローク
推定値の差を減算器９１ａで求め、これに乗算器９２ｄで比例ゲインＫｐ＿ａｓｔｒを乗
じて比例制御した演算結果と、乗算器９２ｅで積分ゲインＫｉ＿ａｓｔｒを乗じ、その結
果を積分器９４ｄで積分する積分制御した演算結果とを加算器９０ａで加算し、調整後の
ストローク指令値ｌ＊＊を出力する。本実施例のストローク制御器１５３は比例積分制御
の構成であるが、比例制御や積分制御など、他の制御構成も適用できる。
【００５８】
　このようにストローク制御器１５３を構成することにより、ストローク指令値通りに可
動子６を制御することができると共に、ストロークの変化によって誘起電圧定数Ｋｅ＊を
一定と見做すことができない場合においても、誘起電圧に応じた電圧がリニアモータ１０
４に印加される。これにより、リニアモータ駆動装置１０３ａの高効率化と小型化を実現
することができる。
【００５９】
　＜ＰＷＭ信号作成器１３４＞　
　図１に示す制御部１０２を構成するＰＷＭ信号作成器１３４には、三角波のキャリア信
号と電圧指令値Ｖｍ＊を比較することによる既知のパルス幅変調を用い、電圧指令値Ｖｍ
＊に応じたドライブ信号が生成され、生成されたドライブ信号は電力変換回路１０５へ出
力される。
【００６０】
　＜電力変換回路１０５＞　
　図１９は、図１に示すリニアモータ駆動装置１０１を構成する電力変換回路１０５の構
成例を示す図である。フルブリッジ回路１２６は、制御部１０２により入力されたドライ
ブ信号に応じて直流電圧源１２０をスイッチングして、リニアモータ１０４に電圧を出力
する。フルブリッジ回路１２６は４つのスイッチング素子１２２を備えており、直列接続
されたスイッチング素子１２２ａ，１２２ｂを持つ第一上下アーム（以下、Ｕ相と称する
）と、スイッチング素子１２２ｃ，１２２ｄを持つ第二上下アーム（以下、Ｖ相と称する
）と、を構成している。スイッチング素子１２２は、制御部１０２で生成される電圧指令
値Ｖｍ＊やパルス幅変調によるドライブ信号を基に、ゲートドライバ回路１２３が出力す
るパルス状のゲート信号（１２４ａ～１２４ｄ）に応じてスイッチング動作できる。　
　スイッチング素子１２２の導通状態（オン／オフ）を制御することにより、直流電圧源
１２０の直流電圧を交流電圧に相当する電圧を巻線８に出力できる。なお、直流電圧源１
２０に代えて直流電流源を用いても良い。スイッチング素子１２２としては、例えば、Ｉ
ＧＢＴやＭＯＳ－ＦＥＴなどの半導体スイッチング素子を採用できる。
【００６１】
　[リニアモータ１０４との結線]　
　電力変換回路１０５の第一上下アームのスイッチング素子１２２ａ，１２２ｂ間および
第二上下アームのスイッチング素子１２２ｃ，１２２ｄ間それぞれが、リニアモータ１０
４に接続されている。図１９では、上側及び下側の電機子９の巻線８が並列に接続されて
いる例を示しているが、巻線８を直列に接続することもできる。
【００６２】
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　以上のように、本実施例によれば、リニアモータの推力を検出するセンサをリニアモー
タ内に配することなく、巻線に流れる無効電流を抑制し、リニアモータを高効率に駆動し
得るリニアモータシステムを提供することが可能となる。具体的には、磁束の変化率が小
さい可動子位置において、印加電圧のうち、磁束の変化に応じて印加する電圧成分（電圧
成分の絶対値）を小さくすることにより、高効率なリニアモータシステムを実現すること
ができる。また、可動子（界磁子）と電機子の相対位置の増加（ストロークの増加）に応
じて、巻線に印加する電圧の高調波成分の含有率を高くすることにより、効率なリニアモ
ータシステムを実現することができる。
【実施例２】
【００６３】
　本実施例の構成は、下記の点を除き実施例１と同様にできる。本実施例は、後述するリ
ニアモータシステム２００を搭載した機器の一例としての密閉型圧縮機５０に関する。
【００６４】
　＜密閉型圧縮機５０＞　
　図２０は、本発明の他の実施例に係る実施例２の密閉型圧縮機の縦断面図であり、リニ
アモータ１０４を有する密閉型圧縮機５０の縦断面図の一例である。密閉型圧縮機５０は
、圧縮要素２０と電動要素３０とが密閉容器３内に配置されたレシプロ圧縮機である。圧
縮要素２０及び電動要素３０は支持ばね４９によって密閉容器３内に弾性的に支持されて
いる。電動要素３０は、可動子（界磁子）６及び電機子９を含む。　
　圧縮要素２０、はシリンダ１ａを形成するシリンダブロック１と、シリンダブロック１
の端面に組み立てられるシリンダヘッド１６と、吐出室空間を形成するヘッドカバー１７
とを備えている。シリンダ１ａ内に供給された作動流体はピストン４の往復動によって圧
縮され、圧縮された作動流体は圧縮機外部に連通する吐出管（図示せず）へと送られる。
なお、作動流体は、例えば、空気や冷凍サイクルの冷媒などを採用できる。
【００６５】
　可動子（界磁子）６の一端にはピストン４が取り付けられている。本実施例では、可動
子（界磁子）６及びピストン４が往復運動することで、作動流体を圧縮及び膨張させる。
この圧縮及び膨張に要する仕事等が変動する負荷に相当する。電動要素３０の片端には圧
縮要素２０を配置してある。シリンダブロック１は、可動子６の往復運動を案内するガイ
ドロッドを前後方向に沿って有している。　
　可動子６に共振バネ２３（図２０中では図示せず）を付加し、可動子（界磁子）６の質
量とバネ定数から決まる機械的な共振周波数で可動子（界磁子）６を往復運動させる場合
、圧縮要素２０による共振周波数への影響も考慮する必要がある。すなわち、圧縮要素２
０の吸込圧力や吐出空間の圧力によって、作動流体のバネ的な作用が加わるため、共振状
態となる周波数が変化する。すなわち、シリンダ１ａの圧力が高い場合には、可動子（界
磁子）６に付加された共振バネ２３のバネ定数が高いのと等価であり、共振周波数は高く
なる。反対に、シリンダ１ａの圧力が低い場合には、可動子（界磁子）６に付加された共
振バネ２３のバネ定数が支配的となり、共振周波数は、可動子（界磁子）６の質量とバネ
定数から決まる機械的な共振周波数に近い。
【００６６】
　このように、リニアモータ１０４を圧縮要素２０の動力とする場合は、圧縮要素２０の
条件（吸込圧力、吐出圧力、吸込と吐出の圧力差等）によって共振周波数が変化してしま
う。そのため、負荷や共振周波数の変化に合わせて駆動周波数を変化させることが必要で
ある。　
　それに加え、誘起電圧定数Ｋｅ＊を一定として電圧指令値を作成した場合、ストローク
の端部（正の最大変位および負の最大変位）近傍で印加電圧過多（印加電圧＞誘起電圧）
となり、無駄な電流が流れることで、リニアモータ１０４の効率が低下するという課題が
ある。
【００６７】
　共振周波数が変化してしまう影響は、巻線８への印加電圧Ｖｍ、モータ電流Ｉｍ、及び
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可動子６の速度の位相関係から見て取れる。そのため、これらの位相関係を基に制御する
ことで、高効率なリニアモータシステムを構成することができる。
【００６８】
　また、密閉容器３にリニアモータ１０４を設置する場合は、ハーメチックコネクタやハ
ーメチックシールと称される、気密性を持ったコネクタが用いられることがある。気密性
を保つためには、コネクタの数は最小限にするのが望ましい。そのため、後述する本実施
例のリニアモータシステム２００は、リニアモータ１０４に印加する電圧Ｖｍと、リニア
モータ１０４に流れるモータ電流Ｉｍから可動子６の位置を位置推定器１３５で推定し、
位置推定値ｘｍ＾を基に、高精度に共振周波数を検出あるいは推定し、高効率なリニアモ
ータ駆動を提供する。
【００６９】
　図２１は、本実施例のリニアモータシステム２００の全体概略構成図である。図２１に
示すように、リニアモータシステム２００は、上述の実施例に１におけるリニアモータシ
ステム１００と同様の構成であるが、負荷電流検出器１５０、電流検出器１０７、電圧指
令値Ｖｍ＊を出力する電圧指令値作成器１０３ｂ、及び位置推定器１３５が異なる。以下
では、これら、負荷電流検出器１５０、電流検出器１０７、電圧指令値作成器１０３ｂ、
及び位置推定器１３５について説明する。その他の構成は上述の実施例１におけるリニア
モータシステム１００と同様であるため説明を省略する。
【００７０】
　＜負荷電流検出器１５０＞　
　図２３は、図２１に示す制御部２０２を構成する負荷電流検出器の構成例を示す説明図
である。本実施例の負荷電流検出器１５０は、フーリエ変換式を用いて負荷電流成分の振
幅を抽出する。　
　負荷電流検出器１５０は、図１０に示した位相差検出器１３０の構成と同様に、入力値
の正弦を出力する正弦演算器８１と、入力値の余弦を出力する余弦演算器８２のそれぞれ
に、位相指令値である基準位相θ＊を入力し、基準位相θ＊に対する正弦及び余弦を得る
。正弦及び余弦それぞれをモータ電流Ｉｍと乗算した値が乗算器９２からそれぞれ出力さ
れる。その出力をそれぞれ積分器９４ｅ，９４ｆで積分すると、正弦及び余弦それぞれの
１次のフーリエ係数を得る。すなわち、フーリエ展開の駆動周波数ωより高次の周波数成
分を消去できるので、高次のノイズに対してロバストに構成できる。
【００７１】
　積分器９４ｅ，９４ｆの出力を二乗し、平方根演算器９６に入力する。すなわち、正弦
及び余弦それぞれの１次のフーリエ係数となる、正弦成分及び余弦成分の二乗和平方根を
得て、基本波電流の振幅を得る。負荷の増加に伴い、基本波電流の振幅も増加するため、
図２３の構成により、負荷電流Ｉｍ＿ｌｄを検出することができる。
【００７２】
　図２４は、図２１に示す制御部２０２を構成する負荷電流検出器の他の構成例を示す説
明図である。負荷電流検出器１５０ｂは、入力値の余弦を出力する余弦演算器８２に位相
指令値である基準位相θ＊を入力し、基準位相θ＊に対する余弦を得る。得られた余弦と
モータ電流Ｉｍを乗算器９２にて乗算することで、モータ電流Ｉｍの基本周波数のｃｏｓ
成分（Ｉｍ＿ｃｏｓ）を抽出する。次に、モータ電流Ｉｍの基本周波数のｃｏｓ成分（Ｉ
ｍ＿ｃｏｓ）を一次遅れフィルタ１４１でローパスフィルタ（低域通過フィルタ）処理し
、負荷電流Ｉｍ＿ｌｄとして出力する。　
　なお、図２４には１次遅れフィルタの構成例を示したが、１次遅れフィルタに限らず、
２次遅れフィルタ等、他の既知の構成でローパスフィルタを構成しても良い。
【００７３】
　図８および図９で示したように、可動子の位置を正弦波とすると、負荷電流は余弦成分
が支配的になる。そのため、図２４の構成は抽出した余弦成分を、フィルタ処理をするこ
とで、負荷電流を検出することができる。図２４の構成とした場合、演算負荷低減に有効
である。
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【００７４】
　＜電圧指令値作成器１０３ｂ＞　
　図２５は、図２１に示す制御部２０２を構成する電圧指令値作成器１０３ｂの構成例を
示す説明図である。図２５に示すように、電圧指令値作成器１０３ｂは、基準位相θ＊と
、後述する位置推定器１３５の出力である位置推定値ｘｍ＾と、負荷電流検出器１５０で
検出した負荷電流Ｉｍ＿ｌｄを入力し、可動子（界磁子）６の速度に応じて生じる誘起電
圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊と、リニアモータ１０４の抵抗及びインダクタンスによ
る電圧降下分に相当する電圧指令値Ｖｍ３

＊をベクトル加算した電圧指令値Ｖｍ２
＊を出

力する。
【００７５】
　負荷電流Ｉｍ＿ｌｄに、予め設定或いは推定した抵抗値Ｒｍ

＊とインダクタンス値Ｌｍ
＊を乗算器９２にてそれぞれ乗ずる。次に、負荷電流Ｉｍ＿ｌｄと抵抗値Ｒｍ

＊を乗じた
値に、入力値である基準位相θ＊の余弦を出力する余弦演算器８２の出力を乗算器９２に
て乗じ、負荷電流Ｉｍ＿ｌｄとインダクタンス値Ｌｍ

＊を乗じた値に、入力値である基準
位相θ＊の負の正弦を出力する正弦演算器８１ａの出力を乗じる。更に、これらを加算器
９０で足し合わせ、電圧降下分に相当する電圧指令値Ｖｍ３

＊として出力する。
【００７６】
　電圧指令値Ｖｍ１

＊および電圧指令値Ｖｍ３
＊は、どちらも交流波形となるため、電圧

指令値作成器１０３ｂではベクトル和（ベクトル加算）を出力しているのと等価である。
【００７７】
　図２６は、軽負荷時及び重負荷時における電圧指令値作成器１０３ｂでのベクトル和を
示すベクトル図であり、電圧指令値作成器１０３ｂでのベクトル加算をベクトル図で示し
た説明図である。図２６の左図は軽負荷時、すなわち負荷電流が小さい時のベクトル図で
、図２６の右図は重負荷時、すなわち負荷電流が大きい時のベクトル図である。図２６の
左図及び右図とも、ストローク指令値は同じ値のため、誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖ

ｍ１
＊は、同じベクトルとなっている。なお、図２６の左図及び右図において、反時計回

りを正としている。　
　このように、誘起電圧に相当する電圧指令値Ｖｍ１

＊に対し、リニアモータ１０４の抵
抗及びインダクタンスによる電圧降下分に相当する電圧指令値Ｖｍ３

＊をベクトル加算す
ることで、負荷電流Ｉｍ＿ｌｄに応じて電圧指令値Ｖｍ２

＊の振幅が増加すると共に、交
流電圧指令位相θＶｍ

＊の分、位相が進んだ、単相の交流電圧指令値Ｖｍ２
＊が出力され

る。つまり、可動子６のストロークが同じ、換言すれば、速度指令値ｖｍ＊が同じでも、
負荷条件に応じて電圧指令値Ｖｍ２

＊を適切に制御する。
【００７８】
　ストローク指令値ｌ＊、位相指令値θ＊、速度指令値ｖｍ＊のいずれかを変更すること
により、リニアモータ１０４に印加する電圧Ｖｍ２

＊を調整することができる。そのため
、印加電圧の振幅及び周波数を調整することで、駆動周波数を共振周波数に制御すること
やストロークを制御することが可能となる。
【００７９】
　実施例１と同様に、電圧指令値作成器１０３ｂは、端部誘起電圧調整器１３３を備える
。そのため、可動子位置に応じて適切な端部誘起電圧調整ゲインを乗ずることにより、誘
起電圧に近い電圧がリニアモータ１０４に印加され、無駄な電流を抑制でき、リニアモー
タ１０４を高効率で駆動することができる。
【００８０】
　図２７は、図２１に示す制御部２０２を構成する電圧指令値作成器の他の構成例を示す
説明図である。図２７に示すように、電圧指令値作成器１０３ｃは、誘起電圧に相当する
電圧指令値Ｖｍ１

＊に対し抵抗及びインダクタンスによる電圧降下分に相当する電圧指令
値Ｖｍ３

＊をベクトル加算後の電圧指令値に、端部誘起電圧調整器１３３の出力である端
部誘起電圧ゲインを乗算器９２ｆにて乗ずる構成とした点が、上述の図２５に示した電圧
指令値作成器１０３ｂと異なる。電圧指令値作成器１０３ｃは、端部でリニアモータ１０
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４のインダクタンスの変化が大きい場合に有効である。　
　なお、負荷電流Ｉｍ＿ｌｄとインダクタンス値Ｌｍ

＊を乗じた値のみに、端部誘起電圧
調整器１３３と同様な構成で、ゲインをかけることも可能である。
【００８１】
　＜位置推定器１３５＞　
　可動子（界磁子）６の位置推定は、リニアモータ１０４に印加する電圧Ｖｍと、リニア
モータ１０４に流れる電流Ｉｍを利用して、例えば次式（６）で位置推定値ｘｍ＾を求め
る。　
【００８２】
【数６】

【００８３】
　式（６）中、Ｖｍ＊はリニアモータ１０４に印加する電圧指令値Ｖｍ＊である。
【００８４】
　図２８は、図２１に示す制御部２０２を構成する位置推定器１３５の構成例を示す説明
図であって、式（６）をブロック図で示した場合の説明図である。なお、図２８に示すよ
うに、位置推定器１３５は、電圧指令値Ｖｍ＊及びモータ電流Ｉｍを入力し、モータ電流
Ｉｍにリニアモータ１０４の巻線抵抗値Ｒｍ＊を乗じた結果を電圧指令値Ｖｍ＊より減じ
て、この減じた結果を積分器にて演算した結果を得る。また、モータ電流Ｉｍにリニアモ
ータ１０４の巻線インダクタンス値Ｌｍ＊を乗じた結果を得て、上記積分器にて演算した
結果より減じて、この減じた結果を誘起電圧定数Ｋｅ＊にて除することで位置推定値ｘｍ
＾を出力する。なお、位置推定器１３５には、上記以外にも既知の同期式モータの位置推
定方法を適用することができる。位置推定値ｘｍ＾を基にストロークを演算し、図１３の
下図に示すストローク制御器１５３に入力すれば、所望のストロークに制御することがで
きる。
【００８５】
　＜位相差検出器１３０ａ＞　
　上述の実施例１では、図１０に示した位相差検出器１３０が、可動子（界磁子）６の位
置ｘｍおよび基準位相θ＊を入力し、位相差ｄｌｔθを算出する構成としていた。これに
対し本実施例では、モータ電流Ｉｍを用いることにより、次式（７）に示すように基準位
相θ＊に対するモータ電流Ｉｍの位相を算出できる。これは、上述の通り、共振周波数が
想定値から変化した場合、その影響はモータ電流Ｉｍの位相関係から見て取れるからであ
る。　
【００８６】
【数７】

【００８７】
　図２２は、図２１に示す制御部２０２を構成する位相差検出器１３０ａの構成例を示す
説明図であって、式（７）をブロック図で示した場合の説明図である。入力値の正弦を出
力する正弦演算器８１及び入力値の余弦を出力する余弦演算器８２のそれぞれに、位相指
令値である基準位相θ＊を入力し、基準位相θ＊（位相指令値）に対する正弦及び余弦を
得る。正弦及び余弦それぞれをモータ電流Ｉｍと乗算した値が乗算器９２から出力される
。その出力をそれぞれ積分器９４ａ，９４ｂで積分すると、正弦及び余弦それぞれの１次
のフーリエ係数を得る。すなわち、フーリエ展開の駆動周波数ωより高次の周波数成分を
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消去できるので、高次のノイズに対してロバストに構成できる。　
　積分器９４ａ，９４ｂの出力を逆正接器８６に入力する。逆正接器８６は、入力された
正弦及び余弦成分を基に逆正接値を位相差推定値ｄｌｔθ＾として出力する。本実施例の
逆正接器８６は、分子を積分器９４ａの出力、分母を積分器９４ｂの出力とした位相の逆
正接値を出力するが、分子と分母を逆にした値を出力しても良い。　
　このようにモータ電流Ｉｍを用いて高精度に共振周波数を検出あるいは推定することに
より、高効率なリニアモータ駆動装置２０１を実現することができる。
【００８８】
　[電流検出器１０７]　
　図２９は、図２１に示すリニアモータ駆動装置２０１を構成する電力変換回路１０５の
構成例を示す図である。電力変換回路１０５の構成およびリニアモータ１０４との結線に
ついては上述の実施例１と同様であるため説明を省略する。図２９に示すように、Ｕ相下
アームとＶ相下アームには、例えばＣＴ（カレントトランス）等の電流検出器１０７を設
けられている。これにより、リニアモータ１０４の巻線８に流れる電流Ｉｍを検出できる
。
【００８９】
　電流検出器１０７として、例えば、ＣＴに代えて、電力変換回路１０５の下アームにシ
ャント抵抗１２５を付加し、シャント抵抗１２５に流れる電流からリニアモータ１０４に
流れる電流を検出する相シャント電流方式を採用できる。電流検出器１０７に代えて又は
追加して、電力変換回路１０５の直流側に付加されたシャント抵抗１２５に流れる直流電
流から、電力変換回路１０５の交流側の電流を検出するシングルシャント電流検出方式を
採用しても良い。シングルシャント電流検出方式は、電力変換回路１０５を構成するスイ
ッチング素子１２２の通電状態によって、シャント抵抗１２５に流れる電流が時間的に変
化することを利用している。
【００９０】
　以上のように、本実施例によれば、密閉型圧縮機５０のリニアモータ１０４において、
負荷に応じて電圧振幅と電圧位相を制御し、電圧位相を考慮して駆動周波数を調整するこ
とにより、負荷を含めた機械的な共振周波数でリニアモータを駆動でき、高効率なリニア
モータシステムを構成することができると共に、磁束の変化率が小さい可動子位置におい
て、印加電圧のうち、磁束の変化に応じて印加する電圧成分（電圧成分の絶対値）を小さ
くすることにより、高効率なリニアモータシステムを構成することができる。
【実施例３】
【００９１】
　上述の実施例１におけるリニアモータ駆動装置１０１を構成する制御部１０２及び実施
例２におけるリニアモータ駆動装置２０１を構成する制御部２０２は、マイクロコンピュ
ータ或いはＤＳＰなどの半導体集積回路によって構成され、ソフトウェア等で実現される
場合が多い。そのため、上述の実施例１及び実施例２におけるリニアモータ駆動装置１０
１，２０１が正しく構成されているか、検証することが困難となることが想定される。そ
こで、本実施例においては、上述のリニアモータ駆動装置１０１，２０１の構成が正しく
動作しているかを検証する検証システム６００に関する。図３０は、本発明の他の実施例
に係る実施例３の検証システムの構成例を示す説明図である。
【００９２】
　リニアモータ駆動装置には、リニアモータ１０４を構成する可動子（界磁子）６の位置
（可動子６のストローク）を検出する例えばレーザ変位計などの位置検出器１０６（実施
例１）、或は、電流検出器１０７の出力である電流検出値Ｉｍ（モータ電流Ｉｍ）に基づ
き可動子（界磁子）６の位置の推定値ｘｍ＾を出力する位置推定器１３５（実施例２）が
設けられている。
【００９３】
　図３０に示すように、検証システム６００は、少なくとも、電力変換回路１０５へドラ
イブ信号を出力する制御部１０２、電力変換回路１０５、リニアモータ１０４、位置検出
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器１０６、及び、検証装置１９０から構成される。なお、制御部１０２に代えて実施例２
に示した制御部２０２、及び、位置検出器１０６に代えて実施例２に示した位置推定器１
３５を有する構成としても良い。　
　電力変換回路１０５とリニアモータ１０４との間の結線には、電圧計１９３が挿入され
ている。これにより、リニアモータ１０４に印加される線間電圧を測定する。なお、この
電圧計は、各相の電位と、直流電圧源１２０のＮ（マイナス）側との電位との差を各相の
電圧として検出しても良い。
【００９４】
　＜検証装置１９０＞　
　リニアモータ１０４には、制御部１０２により入力されたドライブ信号に応じて直流電
圧源１２０をスイッチングして電圧印加されている。電圧計１９３で検出する電圧波形は
、パルス幅変調したパルス状の波形となる。リニアモータ駆動装置１０１，２０１が正し
く構成されているか検証するためには、基本波成分が重要となる。検証装置１９０の内部
に設けられたローパスフィルタ１９１は、電圧計１９３により検出される電圧波形から駆
動周波数成分を出力する。　
　ここで、駆動周波数成分を出力する簡易的な方法としては、例えば、制御部１０２を構
成するＰＷＭ信号作成器１３４の三角波キャリア信号（通常は、数ｋＨｚ～数十ｋＨｚ）
の１／５～１／１０程度のより低い遮断周波数を有するローパスフィルタ（低域通過フィ
ルタ、ＬＰＦ）１９１を用いる。　
　記録装置１９４にて、ストローク或いは可動子位置と、駆動周波数成分の電圧波形を確
認し、上述の図１７に示したように、小ストローク時と大ストローク時での電圧波形の変
化を測定することにより、制御部１０２（実施例１）または制御部２０２（実施例２）が
所定の動作を行っているか否かを検証することができる。
【００９５】
　なお、ローパスフィルタ１９１に代えて、ＦＦＴ変換（高速フーリエ変換）して各周波
数成分を測定し、印加電圧波形の歪率の変化でも検証できる。すなわち、ストロークが装
荷するに従い、上述の図１７に示したゼロクロス近傍における電圧波形の歪率が大きくな
ることを測定することにより、制御部１０２または制御部２０２が所定の動作を行ってい
るか否かを検証することができる。
【００９６】
　本実施例によれば、リニアモータ駆動装置を構成する制御部が所定の動作を行っている
か否かを容易に検証することが可能となる。
【実施例４】
【００９７】
　本実施例の構成は、下記の点を除き実施例１又は２と同様にできる。本実施例は、リニ
アモータシステムを搭載した機器の一例としてのエアサスペンションシステム３００に関
する。　
　図３１は、本発明の他の実施例に係る実施例３のエアサスペンションシステム３００の
回路図であり、図３２は図３１に示すエアサスペンションシステム３００を搭載した車両
の概略図である。但し、図３２においては、後述する分配点３０９Ｎ及びこれよりエアサ
スペンション３０１，３０２側の構成要素のみを図示している。
【００９８】
　図３１に示すように、エアサスペンションシステム３００は、２つのエアサスペンショ
ン３０１，３０２、リニアモータ１０４を駆動源とするコンプレッサ３０３、吸気フィル
タ３０４、第１タンク３０５、及びエアドライヤ３０７、並びに、弁として、３つのチェ
ック弁３０８，３１５，３１７、給排切換弁３１０、２つのサスペンション制御弁３１１
，３１２、戻り通路開閉弁３１４、及び排気通路開閉弁３１９、を有している。エアサス
ペンションシステム３００は、空気が流通可能な通路によってこれらを接続している。
【００９９】
　エアサスペンションシステム３００は、図３２に示すように、例えば車両４００に搭載
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され、エアサスペンション３０１，３０２のエア室３０１Ｃ，３０２Ｃ（図３１）内の空
気圧の制御を行うシステムである。例えば、車両４００の左車輪４１０Ｌ及び右車輪４１
０Ｒには、これらのハブ等同士を繋ぐ車軸４２０が設けられている。例えば、左車輪４１
０Ｌ及び右車輪４１０Ｒそれぞれと車体４３０との間や、ハブと車体４３０との間といっ
た、車輪４１０側と車体４３０側との間にエアサスペンション３０１、３０２を設け、エ
ア室３０１Ｃ，３０２Ｃ内の空気圧を制御することで、車高の調整を行える。
【０１００】
　エアサスペンション３０１，３０２は、図３２に示すように、車輪４１０側の車軸４２
０と車両４００の車体４３０との間に取り付けられてもよく、また、車輪４１０と車体４
３０とを連結するサスペンションのアーム類(車輪４１０側）と車体４３０との間や車輪
４１０のハブ（車輪４１０側）とサスペンションのアッパーアームの車体４３０取付部近
傍（車体４３０側）との間に取付けてもよい。このように、エアサスペンション３０１，
３０２は、車輪４１０と車体４３０を支えるように設けられれば良く、例えば、上下方向
について車輪４１０と車体４３０との間に設けることができ、直接、車輪４１０や車体４
３０に取り付ける態様には限られない。
【０１０１】
　本実施例では、エアサスペンションを２つ有するエアサスペンションシステム３００に
ついて説明するが、エアサスペンションシステム３００が含むエアサスペンションの個数
は１つ以上であれば特に制限されない。エアサスペンションの個数は、例えば車輪の個数
に等しくすることができる。例えば４輪自動車の場合には、２つの前輪側に２個、２つの
後輪側に２個の、合計４個のエアサスペンションを配設できる。なお、本実施例では、緩
衝用のシリンダ３０１Ａ，３０２Ａとエアばねとなるエア室３０１Ｃ，３０２Ｃとを一体
にした例を示したが、大型車やリヤサスペンション側で既知のように緩衝用のシリンダ（
油圧緩衝器）３０１Ａ，３０２Ａとエアばねとを独立に設けてもよい。
【０１０２】
　図３１に示すように、エアサスペンション３０１，３０２には、緩衝用のシリンダ３０
１Ａ，３０２Ａそれぞれとピストンロッド３０１Ｂ，３０２Ｂそれぞれとの間にエア室３
０１Ｃ，３０２Ｃが形成されており、エアばねを構成している。エア室３０１Ｃ，３０２
Ｃそれぞれには後述する通路が接続されており、エアサスペンションシステム３００の動
作によって圧力及び車高が制御されている。
【０１０３】
　コンプレッサ３０３は、吸入ポート３０３Ｃから吸入した空気を圧縮して吐出ポート３
０３Ｄから吐出することができる。コンプレッサ３０３は、コンプレッサ本体３０３Ａ及
びリニアモータ１０４から構成される。吸入ポート３０３Ｃまたは吐出ポート３０３Ｄ、
もしくは両ポートの圧力を測定する圧力センサを設けている。
【０１０４】
　リニアモータ１０４の可動子（界磁子）６に共振バネ２３を付加し、可動子（界磁子）
６の質量とバネ定数から決まる機械的な共振周波数で可動子（界磁子）６を往復動させる
場合、上述の実施例２において図２０に示したように、圧縮要素２０による共振周波数へ
の影響も考慮する必要がある。すなわち、圧縮要素２０の吸込圧力や吐出空間の圧力によ
って、作動流体のバネ的な作用が加わるため、共振状態となる周波数が変化する。つまり
、シリンダ１ａの圧力が高い場合には、可動子（界磁子）６に付加された共振バネ２３の
バネ定数が高いのと等価であり、共振周波数は高くなる。反対に、シリンダ１ａの圧力が
低い場合には、可動子６に付加された共振バネ２３のバネ定数が支配的となり、共振周波
数は、可動子６の質量とバネ定数から定まる機械的な共振周波数に近い。
【０１０５】
　このように、リニアモータ１０４を圧縮要素２０の動力とする場合は、圧縮要素２０の
条件（吸込圧力、吐出圧力、吸込と吐出の圧力差等）によって共振周波数が変化してしま
う。そのため、負荷や共振周波数の変化に合わせて駆動周波数を変化させることが必要で
ある。
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【０１０６】
　図３３は、電圧指令値作成器を構成する端部誘起電圧調整器１３３ｄの構成例を示す説
明図である。端部誘起電圧調整器１３３ｄは、可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲
線を複数備え、これら複数の可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線は、予め圧力毎
に対応付けて端部誘起電圧調整器１３３ｄ内の記憶部（図示せず）に格納されている。ま
た、これら複数の可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線は、上述の実施例１におい
て示した図１４～図１６の可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線であり、端部誘起
電圧調整器１３３ｄは、ポートの圧力に応じて、記憶部（図示せず）に格納される複数の
可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線のうち、当該ポートの圧力に対応する可動子
位置とゲインとの関係を示す特性曲線を選択し、可動子位置ｘｍに対応する端部誘起電圧
調整ゲインを出力する。例えば、コンプレッサ３０３の吸入ポート３０３Ｃまたは吐出ポ
ート３０３Ｄの圧力に応じて、複数の可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線の名か
ら一つの可動子位置とゲインとの関係を示す特性曲線が選択される。これにより、圧力の
変化に応じて最適な位置－誘起電圧の関係を用いることができ、印加電圧のうち、磁束の
変化に応じて印加する電圧成分（電圧成分の絶対値）を小さくすることにより、高効率な
リニアモータシステムを構成することができる。
【０１０７】
　以上のように、本実施例によれば、エアサスペンションシステム３００において、印加
電圧のうち、磁束の変化に応じて印加する電圧成分（電圧成分の絶対値）を小さくするこ
とにより、高効率なリニアモータシステムを構成することができる。
【０１０８】
　なお、上述の実施例２に示した圧縮機は、凝縮器又は蒸発器として機能する熱交換器を
備える空気調和器において、冷媒を圧送するための圧縮機に適用できる。また、圧縮機の
駆動を制御するリニアモータ駆動装置として、上述の実施例１または実施例２に示したリ
ニアモータ駆動装置を採用することができる。　
　更にまた、上述の実施例２に示した圧縮機は、凝縮器及び蒸発器を有する冷蔵庫におい
て、液冷媒を圧送する圧縮機にも適用可能である。また、圧縮機の駆動を制御するリニア
モータ駆動装置として、上述の実施例１または実施例２に示したリニアモータ駆動装置を
採用することができる。
【０１０９】
　本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。例えば
、上記した実施例は本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明したものであり、必
ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。　
　また、上記の各構成、機能、処理部、処理手続き等は、それらの一部または全部を、例
えば集積回路で設計する等によりハードウェアで実現しても良い。また、上記の各構成や
機能等は、プロセッサがそれぞれの機能を実現するプログラムを解釈し、実行することに
よりソフトウェアで実現しても良い。　
　リニアモータ１０４は、単相機として説明したが、三相機であっても本発明の構成を適
用することができ、同様の効果を奏し得る。　
　電力変換回路１０５は、電流を出力する態様であっても良い。この場合、電圧指令値作
成器に代えて電流指令値作成器を設ければ良い。
【符号の説明】
【０１１０】
１…シリンダブロック
１ａ…シリンダ
２…永久磁石
３…密閉容器
４…ピストン
６…可動子（界磁子）
７…磁極
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８…巻線
９…電機子
１６…シリンダヘッド
１７…ヘッドカバー
２０…圧縮要素
２３…共振バネ（アシストバネ）
３０…電動要素
５０…密閉型圧縮機
１００，２００…リニアモータシステム
１０１，２０１…リニアモータ駆動装置
１０２，２０２…制御部
１０３，１０３ａ，１０３ｂ，１０３ｃ…電圧指令値作成器
１０４…リニアモータ
１０５…電力変換回路
１０６…位置検出器
１０７…電流検出器
１２６…フルブリッジ回路
１３０，１３０ａ…位相差検出器
１３１…駆動周波数調整器
１３３，１３３ａ，１３３ｂ，１３３ｃ，１３３ｄ…端部誘起電圧調整器
１３４…ＰＷＭ信号作成器
１３５…位置推定器
１４０…積分器
１５０，１５０ｂ…負荷電流検出器
１５３…ストローク制御器
１９０…検証装置
３００…エアサスペンションシステム
６００…検証システム
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